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第４章 市民活動の現状と課題

１ 人口と世帯の状況

（１）国勢調査によると、本市の人口は減少が続いており、平成２７年の人口は

２６８,５１７人で、前回調査（平成２２年）に比べると１２,４３０人の減少となり、減

少率４.４％は過去最大となっています。また、年齢別にみると、15歳未満や、15～

64歳の割合が減少し、高齢化率は30％を超えており、全国より早い速度で人口減少・

少子高齢化が進んでいます。（図５,６参照）

（２）世帯数は１１万６,２９８世帯で、前回比で１,８８０世帯（１.６％）減少しています。

１世帯当たりの人数は２.３１人となり、単身世帯の増加や核家族化がさらに進んでいる

ものと考えられます。（図７参照）

【図５ 人口の推移】 【図６ 年齢別人口割合の推移】

【図７ 世帯の推移】

資料：国勢調査

（人）

（世帯） （人員数）

310,717
301,097

290,693
280,947

268,517
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２ 市民の現状と課題

現 状

（１）市民意識調査によると、平成２６年度調査時に比べ「市民協働参画（パートナーシッ

プ）」、「参画」の認知度は高くなっているものの（市民協働参画について「よく知って

いる」「知っている」と回答した人の割合 平成２６年度 10.6％⇒令和元年度

21.3％）、「まったく知らない」の回答が約半数を占めており、意味や効果が広く理解

されていないことが示されています。（図８参照）

（２）参画の経験について、「参画したことがある」市民の割合は増えている（下関市内で

市政へ参画したことがある人の割合 平成２６年度 9.1％⇒令和元年度 13.8％）一

方、参画しなかった理由としては「参画の方法がわからない」「募集を知らなかった」

「時間的余裕がなかった」との回答が多くあります。（図９,10 参照）

【図８ 市民協働参画（パートナーシップ）の認知度】 【図９ 市政への参画の経験】

【図 10 参画しなかった（できなかった）理由】

ある程度は知っている
16.7%

言葉は聞いた
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全く知らない

53.1%

よく知っている

4.6%
無回答 0.7%

全体(N=731)
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言葉の意味も、方法も
知っていた 7.7%

参画したことがなく、言葉の

意味は知っていたが、方法は

知らなかった 26.4%

参画したことがなく、
言葉や方法をまったく

知らなかった 49.4%

無回答 2.7%

全体(N=731)
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9.0
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0.0 20.0 40.0 60.0 (%)

「参画の方法」があることを知らなかったから

「参画の方法」の募集を知らなかったから
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「参画」しても無駄・変わらないから

その他

良い施策なので「参画」の必要がないから

資料：下関市市民協働参画に関する意識調査（令和元年度）
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自分の都合に合わせて、わずかな時間で参加できる

簡単に参加できる

友人や地域の人など、身近な人と参加できる

全体（N=731）
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（３）市民活動に参加したことがある市民の割合は平成２６年度調査時より増加しており

（平成２６年度 29.3％⇒令和元年度 40.1％）、活動したことのある分野は、「自治

会の活動」が最も高く、次いで「子どもの健全育成を図る活動」「環境の保全を図る活

動」となっています。市民活動に参加しない理由としては「きっかけがない」「時間が

ない」「活動内容が分からない」との回答が多くあります。（図 11 参照）

（４）「市民活動団体」については「以前から、言葉のみ聞いたことがあった」との回答が

約半数を占めており、どのような団体があってどのような活動をしているかが広く知ら

れていないことが示されています。（図 13参照）

【図 13 市民活動団体の認知度】

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回（平成 26 年度）

調査（N=997）

今回（令和元年度）

調査（N=686）

参加したことがある 参加したことがない

40.1

29.3

59.9

70.7

【図 11 市民活動の経験】

【図 12 市民活動に参加できる（しやすい）条件（３項目のみ）】

市民活動団体で活動した、または、

関わったことがある 7.8%

以前から内容までよく知っていた

が、関わったことはない 10.4%

無回答 4.8%

以前から、言葉のみ聞いたこと

があった 50.5%

まったく知らなかった

26.5%

全体(N=731)

資料：下関市市民協働参画に関する意識調査（令和元年度）

下関市市民協働参画に関する意識調査（平成26年度）
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（５）市民と行政の協働のまちづくりについては「協働の意味や効果、範囲がわかりにくい

のでなんともいえない」の回答が最も多く、次いで「今後、さらに充実していくことが

望ましい」との回答が多くあり、協働のまちづくりの意味や効果について理解されてい

ない一方で、重要だと考える市民の割合が大きいことが示されています。（図 14参照）

【図 14 市民と行政の協働のまちづくりについて】

資料：下関市市民協働参画に関する意識調査（令和元年度）

課 題

主要な課題

•市民協働の意味や効果について理解を深める
• 市民協働参画については一定の認知はされているものの、その意味や効果について

• 理解を深めていく必要があります。

• 参画する制度の周知や、市民参画の結果、施策に反映された内容が公開されることが

• 重要です。

•市民活動に参加しやすい環境づくり
• 年齢、性別、職業等のライフスタイルに関わらず、誰もが市民活動に参加しやすい

• 環境づくりが望まれます。

•市民活動団体の周知、理解
• 市民活動団体について市民へ周知し、理解を深めることが望まれます。

協働は必要だが、行政主導で進
めることが望ましい 11.8%

協働は特に必要と思わない 2.9%

その他 1.9%

無回答 3.7%

協働の意味や効果、
範囲がわかりにくいの
で、

今後、さらに
充実していくことが
望ましい 29.5%

全体(N=731)
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(平成31年度)

市民活動団体数

３ 市民活動の現状と課題

現 状

（１）市民活動センターに登録している市民活動団体は、平成 23 年度から平成２９年度ま

で減少傾向にありました（平成 23 年度 315 団体⇒平成 29 年度 235 団体）。減少

の主な理由は、活動実績のない団体の登録を抹消する取扱いとしたことによるものです。

平成３１年４月には指定管理者制度を導入し、登録団体は 25４団体に増えています。

（図 15 参照）

（２）令和元年度の市民意識調査によると、活動する分野は、「子どもの健全育成を図る活動」

が 42.9％と最も多く、ついで「学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動」が

36.8％となっています。（図 16 参照）

【図 15 市民活動団体数】

【図 16 市民活動団体の活動分野】

資料：下関市市民協働参画に関する意識調査（令和元年度）

（団体数）

全体(N=133)

子どもの健全育成を図る活動

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

保健、医療又は福祉の増進を図る活動

環境の保全を図る活動

社会教育の推進を図る活動

まちづくり協議会の活動

観光の振興を図る活動

地域安全活動

資料：令和元年度（平成 31年度）市民と行政・市民と市民のパートナーシップ年次報告
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（３）市民活動団体の存続年数は、「20 年以上」「10 年以上 20 年未満」の占める割合が高

く、10 年以上存続している団体が約 7 割となっており、また、会員構成は高齢化率が

高く 60 歳以上が 5 割以上となっています。

（４）市民活動団体が必要としている人材としては「継続的に活動を担ってくれる会員」と

回答した団体が 8 割を超え、活動していく上での課題としては「会員確保」「次期リーダ

ーの育成」との回答が多くありました。（図 17 参照）

【図 17 市民活動団体が必要としている人材】

（５）活動団体の経済的負担となっているのは「会場・施設などの利用料」「イベント等の広

報・宣伝にかかる費用」「コピー代・通信費等の雑費」の項目の割合が多く、前回調査に

比べて「コピー代・通信費等の雑費」の割合が減り、「イベント等の広報・宣伝にかかる

費用」の割合が高くなっています。（図 18 参照）

【図 18 市民活動団体における経済的な負担】

継続的に活動を担ってくれる会員

活動に参加するボランティア

イベント等で協力してくれる団体や人

事業の企画に関する知識と経験を持った人材

スタッフや関係者を取りまとめられるマネージャー人材

団体間や行政との間をつなぐコーディネーター

団体や事業の運営に関しての助言・相談の出来る人材

法律、会計等の実務に詳しい人材

その他

無回答
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6.6

8.8

17.1

11.0

16.6

22.1

29.8

15.5

30.4

3.0

24.1

22.6

4.5

6.0

10.5

11.3

12.0

13.5

18.0

19.5

20.3

26.3

0.0 20.0 40.0 (%)

会場・施設などの使用料

イベント等の広報・宣伝にかかる費用

コピー代・通信費等の雑費

講師などへの謝礼

機材・資料・参考図書などの調達費

団体との交流費（交通費含む）

会報などの作成費

人件費

事務所維持費（水道光熱費・家賃等）

調査・研究費

その他

特に経済的負担はない

無回答

今回（令和元年度）調査(N=133)

前回（平成 26年度）調査（N=181）

資料：下関市市民協働参画に関する意識調査（令和元年度）

下関市市民協働参画に関する意識調査（平成26 年度）
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（６）情報の入手の方法で一番多かったのは「市報しものせきなどの行政の広報誌」で、次

いで「インターネット（ホームページ・SNS※13 等）」「しものせき市民活動センター」

との回答が多く、前回調査と比べて「市報しものせきなどの行政の広報誌」「インターネ

ット（ホームページ・SNS 等）」の割合が高くなっており、「新聞・テレビ」「民間の地元

情報誌・タウン誌」の割合は低くなっておりました。（図 19 参照）

（７）情報の提供方法で一番多かったのは「インターネット（ホームページ・SNS 等）」で、

次いで「掲示板・張り紙・ポスター等」の割合が高くなっており、前回調査と比べて「イ

ンターネット（ホームページ・SNS 等）」の割合が高くなっており、「新聞・テレビ」「民

間の地元情報誌・タウン誌」の割合は低くなっておりました。（図 20 参照）

【図 19 市民活動団体の情報の入手方法】

【図 20 市民活動団体の情報の提供方法】

※13 ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略。インターネットを介して人間関係を構築できるス

マホ・パソコン用のサービスの総称。
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46.6

0.0 20.0 40.0 60.0 (%)
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インターネット（ホームページ・SNS 等）

しものせき市民活動センター

各種市民活動団体等の機関紙や会報

口コミ

新聞・テレビ

掲示板・張り紙・ポスター等

ケーブルテレビ・コミュニティ FM

民間の地元情報紙・タウン誌等

その他

無回答

18.2

13.3

12.2

8.8

21.0

16.6

24.3

22.1

32.0

27.6

26.5

15.8

14.3

3.8

4.5

11.3

20.3

20.3

25.6

26.3

29.3

35.3

0 20 40 (%)

今回（令和元年度）調査(N=133)

前回（平成 26年度）調査（N=181）

インターネット（ホームページ・SNS 等）

掲示板・張り紙・ポスター等

「市報しものせき」などの行政の広報誌

しものせき市民活動センター

口コミ

各種市民活動団体等の機関紙や会報

新聞・テレビ

ケーブルテレビ・コミュニティ FM

民間の地元情報紙・タウン誌等

その他

無回答

資料：下関市市民協働参画に関する意識調査（令和元年度）

下関市市民協働参画に関する意識調査（平成26 年度）

今回（令和元年度）調査(N=133)

前回（平成 26年度）調査（N=181）
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（８）市民活動団体が活動のためにさらに必要とする情報は「助成金等金銭的支援について」

との回答が多かった一方、下関市市民活動支援補助金を活用する団体は減少傾向にあり

ます。

（９）市が今後市民活動団体に対して実施するべき施策については「公共施設の利用料の割

引などを実施する」との回答が最も多く、次いで「活動に対する財政的支援や施設の使

用等の支援に関する明確な基準をつくる」「市民活動に関する情報提供」との回答が多く

あり、前回の調査と比べると「行政が策定する各種計画の策定過程において市民活動団

体の参加を求める」「サービスを提供する側と必要とする側の調整を図るコーディネータ

ーを設ける」「団体同士の情報や意見を交換する機会の提供によるネットワークの形成」

の項目の割合が多くなっています。（図 21 参照）

【図 21 市民活動団体に対して必要な施策（複数回答あり）】

資料：下関市市民協働参画に関する意識調査（令和元年度）

下関市市民協働参画に関する意識調査（平成26 年度）
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公共施設の利用料の割引等を実施する

活動に対する財政的支援や、施設の使用等の支援に
関する明確な基準をつくる

市民活動に関する情報提供
（助成金、人材派遣、施設等を充実させる）

市民活動を支援するための基金を創設し、活動資金
の助成・融資を行う

講師・専門家などの人材の派遣、研修の機会を充実
させる

行政が策定する各種計画の策定過程における
市民活動団体の参加を求める

事業委託や協働事業を増やす

サービスを提供する側と必要とする側の調整を図る
ためのコーディネーターを設ける

団体同士の情報や意見を交換する機会の提供による
ネットワークの形成

会報や PR 紙等の作成・発行を支援する

市民と行政、市民と市民の役割分担や連携・協力を
推進するための調整機関をつくる

市民活動保険の利用を促進する

総合的な市民活動相談窓口を増やす

表彰制度を設ける

組織体制づくりや法人格取得について助言を行う

その他

無回答

今回（令和元年度）調査(N=133)

前回（平成 26 年度）調査（N=181）
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課 題

主要な課題

•活動を支える人材確保と育成
• 　多くの活動団体は存続年数が長く、会員の高齢化が進み、今後市民活動団体が継続

• 　するために、活動に参加する人材を確保する支援が必要です。また、活動団体の中

• 　で、次期リーダーとなる人を育成するための研修や交流の場を提供していく必要が

• 　あります。

•広く市民に情報を提供するための方法の検討
• 　情報発信にあたっては媒体が変化していることが示されており、今後は活動団体の

• 　情報発信を支援するとともに、より多くの市民に情報を提供するための発信方法や

• 　多様な媒体の活用を検討する必要があります。

•サービスの送り手と受け手とのマッチング

• 　市は活動団体に対して、金銭的な助成や計画策定過程における参画、サービスの

• 　送り手と受け手のマッチング等について、検討する必要があります。

•他団体等との連携への支援と効率的な交流機会の創出
• 　本市では、多くの市民活動団体や、地元地域（自治会等）がそれぞれ活動を行って

• 　います。今後、市民活動をより活発に行うためには、連携への支援ときっかけ

• 　づくりが重要です。
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４ 行政の現状と課題

現 状【施策状況】

（１）本市における市民協働参画に係る実施事業数及び施策実施課所室数は減少傾向にあり

ます。（図 22 参照）

（２）情報の提供と共有を行った施策実施状況については、「学習会・研究会を開催」「広報

誌等・報道機関・インターネットの活用」によるものが多く挙げられています。（図 23

参照）

【図 22 市民協働参画関連施策の実施状況】

【図 23 情報提供と共有を行った施策実施状況】

資料：令和元年度（平成 31 年度）市民と行政・市民と市民のパートナーシップ年次報告
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（３）市民活動を促進するための環境整備として実施された施策について、「助成制度の実施」

が最も多く、次に「活動の場の提供」が挙げられています。（表４参照）

（４）市民活動団体との協働した施策は横ばいで推移しています。（図 24 参照）

【表４ 市民活動促進のために実施した施策】

【図 24 市民活動団体と協働を行った施策】

資料：令和元年度（平成 31 年度）市民と行政・市民と市民のパートナーシップ年次報告
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市民活動団体へ指定管理や委託を行った施策（契約を締結するもの）

市民活動団体等と協力して行った施策（共催・事業協力）

項 目
平成

27 年度

平成

28 年度

平成

29 年度

平成

30 年度

令和元年度

（平成 31 年度）

情報の収集及び提供 8 8 13 10 11

活動の場の提供 31 30 22 25 27

ネットワーク化の促進 5 5 6 6 5

助成制度の実施 74 70 66 61 59

その他 6 6 6 6 5

合 計 124 119 113 108 107

（施策数）
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現 状【しものせき市民活動センター】

（１）平成２６年度調査時に比べ、市民のしものせき市民活動センターの利用及び認知度は

高くなっており（しものせき市民活動センターを利用したことがあると答えた市民の割

合 平成２６年度 4.1％⇒令和元年度 5.9％）、利用者数も増加傾向にあります。（図 25

参照）

【図 25 しものせき市民活動センターの利用及び認知度（市民）】 【図 26 しものせき市民活動センターの利用状況（団体）】

（２）利用目的としては「会議室以外の利用（印刷機、ポスタープリンター、パソコンコーナー

等）」（48.8%）が最も多く、次いで「会議、打合せ」（34.9%）、「イベント開催」（26.7%）

が多くなっています。（図 27 参照）

【図 27 しものせき市民活動センターの利用目的（団体）】
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資料：下関市市民協働参画に関する意識調査（令和元年度）
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（３）しものせき市民活動センターへ期待することは「情報に関する支援の充実（広報や人

材、専門家、支援に関する情報収集など）」との回答が最も多く、次いで「活動場所、備

品の提供に関する支援の充実（打ち合わせ、作業スペースの提供や機器、軽作業用具の

貸出など）」との回答が多くありました。（図 28 参照）

課 題

主要な課題

•市民協働に関する施策や事業の推進
• 　本市の市民協働参画実施機関では、毎年さまざまな関連施策を実施してきました。

• 　しかし、実施事業数と施策実施課所室数ともに、減少し続けています。また、情報

• 　の提供と共有、市民活動促進に係る施策数においても横ばい又は減少傾向にありま

•　 す。今後、市民活動団体と協働して事業等を進めるに当たって、より一層行政内部　

•　 における市民協働に関する意識の向上、理解の促進を図ることが重要です。

•しものせき市民活動センターの活用
• 　しものせき市民活動センターは平成３１年４月より指定管理者制度 に移行し、利用

•　 者数、登録団体数を目標値として掲げ、利用促進、認知度を高める取組を行って

• 　きており、一定の結果が示されています。引き続き、利用促進、認知度を高める

• 　取組を進めるとともに、今後は中間支援拠点として、市民活動団体のサポート

• 　に係る機能強化を進めていくことが重要です。
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(%)

「情報」に関する支援の充実（広報や人材、専門家、

支援に関する情報収集など）

「活動場所、備品の提供」に関する支援の充実（打合せ、作業ス

ペースの提供や機器、軽作業用具の貸出など）

交流の場の充実（活動団体交流イベントなど）

「相談」に関する支援の充実（関連団体、
行政に関する相談や、団体運営に関する相談など）

「コーディネート」に関する支援の充実（活動を始めたい人と人
材を求めている団体とのマッチングなど）

資料：下関市市民協働参画に関する意識調査（令和元年度）

【図 28 今後しものせき市民活動センターへ期待すること（上位５位）】


